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総務部 職員課 

 

議案第 16 号 

盛岡市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  組織機構及び事務事業の見直しに伴い，職員の定数を改めようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

  職員定数を次のとおり改めるものである。 

区分 現行（人） 改正後（人） 増減（人） 

市長の事務部局（水道事業及び下水

道事業並びに病院事業を除く。） 

1,430（うち福祉

事務所 126） 

1,436（うち福祉

事務所 129） 

６（うち福祉事

務所３） 

水道事業及び下水道事業 201 202 １ 

病院事業 232 235 ３ 

議会の事務部局 14 14 ０ 

教育委員会の事務部局 79 82 ３ 

学校 231 230 △１ 

学校以外の教育機関 48 52 ４ 

選挙管理委員会の事務部局 ６ ６ ０ 

監査委員の事務部局 ７ ７ ０ 

農業委員会の事務部局 13 12 △１ 

公平委員会の事務部局 ２ ２ ０ 

合計 2,263 2,278 15 

 

３ 施行期日  

令和２年４月１日 

 

- 1 - 
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総務部 職員課 

 

議案第 17 号 

盛岡市職員の配偶者同行休業に関する条例について 

 

１ 制定の趣旨 

地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第26条の６の規定に基づき，職員の配偶者同行休業に

関し必要な事項を定めようとするものである。 

 

２ 条例の内容 

  職員の発意に基づき，職員の身分を有したままで，外国で勤務等をする配偶者と生活を共にす

るため，職務に従事しない無給の休業制度を設ける。 

 

３ 休業の期間 

  ３年以内 

 

４ 施行期日 

公布の日 

 

５ その他 

附則において次に掲げる改正を行う。 

(1) 盛岡市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和28年条例第51号）の一

部改正 

(2) 盛岡市職員定数条例（昭和33年条例第25号）の一部改正 

(3) 盛岡市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第76号）の一部改正 

(4) 盛岡市市立病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成19年条例第36号）の一部

改正 

(5) 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条

例（令和元年条例第17号）の一部改正 

- 3 - 



- 4 - 



 

- 5 - 



- 6 - 



 

- 7 - 



総務部 職員課 

 

議案第 18 号 

盛岡市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

１ 改正の趣旨 

給料が支給される非常勤職員であるフルタイム会計年度任用職員についても，条例に基づく公

務災害補償等を行おうとするものである。 

 

２ 改正の内容 

各種公務災害補償等の基となる補償基礎額に，給料が支給される職員についての定めを加える。  

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 
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                             教育委員会事務局 学務教職員課 

 

議案第 19 号 

盛岡市立高等学校授業料等条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  令和元年台風第19号による災害の被災者を支援するため，県立高等学校の例に準じ，当該災害

により甚大な被害を受けたと認めた者について，市立高等学校の入学考査料及び入学料を免除で

きることとしようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

  入学考査料及び入学料の免除及び還付に関する特例を適用することができる者に，令和元年台

風第19号による災害により甚大な被害を受けたと認めた者を加える。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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   市民部 市民登録課   

都市整備部 建築指導課 

 

議案第 20 号 

盛岡市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

(1) 情報通信技術を活用し，行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素化・効率化を図ること

を目的に，デジタル手続法（※１）が公布された。 

このことにより住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の一部が改正され，本人確認情報の

長期かつ確実な保存を目的に住民票の除票等及び戸籍の附票の除票の保存と写しの交付が明確

化されたため，それらの項目を加えて交付手数料を定めようとするものである。 

また，併せてマイナンバー法（※２）が改正され，通知カードからマイナンバーカードへの

移行拡大を目的に通知カードが廃止されることとなったため，通知カードの再交付手数料を削

除しようとするものである。 

※１ 情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の

簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

等の一部を改正する法律（令和元年法律第16号） 

※２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年

法律27号） 

(2) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）の改正に伴い，住

宅・建築物の省エネ対策の取り組みの促進と，評価方法の合理化を目的として，同法に基づく

“建築物エネルギー消費性能向上計画認定”及び“建築物エネルギー消費性能基準適合認定”

における認定基準である，建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成28年経済産業

省、国土交通省令第１号）が改正され，エネルギー消費性能の評価方法に，複数建築物を認定

対象とする評価方法，共同住宅等の共用部分を除いた評価方法及び簡易計算シートを用いた評

価方法（以下，「モデル住宅法」という。）が追加されたことから，認定申請手数料及び変更

認定申請手数料を定めようとするものである。 

また，改正により，都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号）に基づく

“低炭素建築物新築等計画認定”において，共同住宅等の共用部分を除いた評価方法が追加さ

れたことから，認定申請手数料を定めようとするものである。 
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２ 改正の内容 

(1) 次のとおりとする。 

ア 住民基本台帳法改正前においては，住民票の除票の写し及び除票記載事項証明書は手数料

条例の別表53「住民票の写し等交付手数料」，戸籍の附票の除票の写しは別表54「戸籍の附

票の写し交付手数料」において手数料を徴収してきたが，法改正により，住民票の除票の写

し及び除票記載事項証明書並びに戸籍の附票の除票の写しに係る条項が新たに設けられたた

め，「除票の写し等交付手数料」と「戸籍の附票の除票の写し交付手数料」の項目を加える。 

イ 通知カード再交付手数料を削除する。 

【参考資料】 

手数料条例 改正前 

別表（第２条，第４条関係） 

手数料を徴収する事務 名  称 金  額 

53 住民基本台帳法第 12 条第

１項若しくは… 

住民票の写し等交付手数料 １通につき300円 

54 住民基本台帳法第 20条第

１項… 

戸籍の附票の写し交付手数料 １通につき300円 

65の18 行政手続きにおける

特定の個人… 

通知カード再交付手数料 １通につき500円 

 

 

手数料条例 改正後 

別表（第２条，第４条関係） 

手数料を徴収する事務 名  称 金  額 

53 住民基本台帳法第12条第

１項若しくは… 

住民票の写し等交付手数料 １通につき300円 

53の２ 住民基本台帳法第15

条の４第１項… （追加） 

除票の写し等交付手数料 １通につき300円 

54 住民基本台帳法第20条第

１項… 

戸籍の附票の写し交付手数料 １通につき300円 

54の２ 住民基本台帳法第21

条の３第１項… （追加） 

戸籍の附票の除票の写し交付

手数料 

１通につき300円 

65の18   削除    
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(2) 次に掲げる手数料を定める。※下線部分が改正箇所 

ア 建築物エネルギー消費性能向上計画認定の申請手数料及び変更認定手数料 

① 建築物の連携による複数建築物を認定対象とする申請の場合は，各棟の手数料を合算し

た手数料とする。また，変更の場合も同様とする。 

 

 

 

 

② 共同住宅等において，共用部分を除いた評価方法による申請の場合は，共用部分を除い

た床面積の手数料とする。 

【②参考：盛岡市手数料条例別表65-22の項に基づく共同住宅等の手数料表】 

建築物の区分 申請に係る床面積 手数料の額 

適合証（※）無し

し 

適合証有り 

共同住宅等又は

複合建築物の住

宅部分 

 300㎡以内 ７万 7,000円 １万 1,000円 

300㎡超 2,000㎡以内 12万 7,000円 ２万 3,000円 

2,000㎡超 5,000㎡以内 21万 7,000円 ５万円 

5,000㎡超 31万円 ８万 9,000円 

※適合証 登録された評価機関が各認定基準の適合性について審査し，適合していることを

証明したものです。適合証の添付により審査に要する時間が短くなるため手数料が

安くなります。 

イ  建築物エネルギー消費性能基準適合認定の申請手数料 

 ① 共同住宅等において，共用部分を除いた評価方法による申請の場合は，共用部分を除い

た床面積の手数料とする。 

② 一戸建ての住宅，共同住宅等において，モデル住宅法を第２基準適合性と定め，これま

での第２基準適合性を第３基準適合性と改め，手数料は第２・第３基準適合性とも同額と

する。 

  このことにより，別表65の20で定めていた第３基準適合性を第４基準適合性に，第４基準

適合性を第５基準適合性に改める。 

【①②参考：盛岡市手数料条例別表65-24の項に基づく住宅，共同住宅等の手数料表】 

建築物の区分 申請に係る床面積 手数料の額 

適合証無し 適合証有り 

第１基準 第２・３基準 

一戸建ての住宅 

② 

 200㎡以内 ３万 8,000円 ２万円 6,000円 

200㎡超 ４万 3,000円 ２万 1,000円 6,000円 

 建物単体の手数料を
合算した額を，建築物
が連携した(複数建築
物)場合の手数料とす
る。 

共同住宅 店舗 

複数建築物 

複合建築物 

(共同住宅と店舗など) 

省エネ設備 
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共同住宅等又は

複合建築物の住

宅部分 

①② 

 300㎡以内 ７万 7,000円 ３万 7,000円 １万 1,000円 

300㎡超 2,000㎡以内 12万 7,000円 ６万 3,000円 ２万 3,000円 

2,000㎡超 5,000㎡以内 21万 7,000円 11万 4,000円 ５万円 

5,000㎡超 31万円 17万 2,000円 ８万 9,000円 

ウ 低炭素建築物新築等計画認定の申請手数料 

  ① 共同住宅等において，共用部分を除いた評価方法による申請の場合は，住戸部分の床面

積の手数料とする。 

【参考：盛岡市手数料条例別表65-16の項に基づく住戸部分の手数料表】 

建築物の区分 申請に係る床面積 手数料の額 

手数料（適合証あり） 適合証無し 適合証有り 

共同住宅等の住

戸① 

 200㎡以内 ３万 5,000円 5,000円 

200㎡超 400㎡以内 ７万円 １万円 

400㎡超 800㎡以内 ９万 7,000円 １万 6,000円 

800㎡超 2,000㎡以内 13万 6,000円 ２万 7,000円 

2,000㎡超 4,000㎡以内 19万 5,000円 ４万 5,000円 

4,000㎡超 8,000㎡以内 27万 8,000円 ８万円 

8,000㎡超 １万 6,000㎡以内 37万 6,000円 12万 6,000円 

１万 6,000㎡超 ２万 4,000㎡以内 49万 3,000円 15万 8,000円 

２万 4,000㎡超 57万 9,000円 16万 9,000円 

 

３ 施行期日 

(1) ２-(1)‐ア及び２-(2) 公布の日 

(2) ２-(1)‐イ デジタル手続法附則第１条第６号に掲げる規定の施行の日又はこの条例の公布

の日のいずれか遅い日 
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財政部 財政課 

                                                  

議案第 21 号 

盛岡市財政調整基金条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

市行造林契約が終了したことに伴う規定の整理をしようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

基金に属する財産の一部を次のように改める。 

 

３ 施行期日  

  公布の日 

改正前 改正後 

所在 面積 所在 面積 

盛岡市新庄字中津川５番 

の２,６番及び７番 

42.89ヘクター

ル 

盛岡市新庄字中津川５番

43 

3.00ヘクタール 
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   綱取ダム

  岩洞湖

   区界駅
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都市整備部 盛岡南整備課 

 

議案第 22 号 

盛岡広域都市計画事業都南中央第一地区土地区画整理事業施行規程を廃止する条例について 

 

１ 趣旨 

  当該土地区画整理事業について，保留地の所有権移転登記事務及び清算金の徴収事務の終了に

より当該事業に係る全ての事務が完了したことから，当該施行規程を廃止するものである。 

 

２ 内容 

  当該施行規程を廃止するものである。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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都市整備部 市街地整備課 

盛岡南整備課 

 

議案第 23 号 

盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程等の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

土地区画整理法施行令（昭和30年政令第47号）の改正に伴い，清算金を分割徴収し，又は分割

交付する場合における清算金に付すべき利子の利率を改めようとするものである。 

 

２ 一部改正を行う条例 

(1) 盛岡広域都市計画事業太田地区土地区画整理事業施行規程（平成５年条例第21号） 

(2) 盛岡広域都市計画事業都南中央第三地区土地区画整理事業施行規程（平成11年条例第39号） 

(3) 盛岡広域都市計画事業道明地区土地区画整理事業施行規程（平成14年条例第13号） 

 

３ 改正の内容 

  清算金を分割徴収し，又は分割交付する場合における清算金に付すべき利子の利率を次のとおり

改める。 

 改正後 改正前 

分割交付する場合の利率 換地処分の公告があった日の

翌日における法定利率 

年６％ 

分割徴収する場合の利率 換地処分の公告があった日の

翌日における法定利率以内で

規則で定める率 

年６％以内で規則で定め

る率 

 

４ 施行期日 

令和２年４月１日 
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都市整備部 公園みどり課 

 

議案第 24 号 

盛岡市都市公園条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  盛岡市動物公園再生事業計画に基づき，盛岡市動物公園（以下「動物公園」という。）の改修を

行い，魅力的で価値のある空間にリニューアルするとともに，令和２年４月１日から動物公園の

指定管理（管理運営）を民間会社に移行（予定）し，サービスの向上や事業の発展性も期待でき

ることから，動物公園の供用日（開園日）及び動物展示施設の使用料（入園料）の額を改めると

ともに，動物公園の駐車場の使用料を徴収しない日を廃止しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

 (1) 動物公園の供用日について，３月15日から11月30日までの水曜日を休園日とすることを廃止し，

新たな供用日として12月１日から翌年の３月14日まで（12月29日から翌年の１月３日までを除く。）

の日曜日及び土曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号）に規定する休日を加

える。 

 (2) 動物公園の動物展示施設の使用料の区分及び額を次のように改める。 

  【改正前】 

区分 使用料 

普通使用（１回につき） 500円 

定期使用（１年につき） 1,000円 

団体使用（１人１回につき） 400円 

   備考 中学校生徒以下の者の使用料は無料とする。 

  【改正後】 

区分 普通使用料 

（１回につき） 

定期使用料 

（１年につき） 

団体使用料 

（１人１回につき） 

一般及び高等学校生徒 1,000 円  2,000 円 800 円 

中学校生徒及び小学校児童 500 円 1,000 円 400 円 

 (3) 動物公園の駐車場の使用料について，徴収をしない日の規定を削る。 

 

３ 施行期日 

  令和２年４月１日 
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市民部 市民登録課 

議案第 25 号 

盛岡市印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

成年被後見人のうち意思能力を有する者の権利行使の門戸を広げる目的で，国の印鑑登録証明

事務処理要領（昭和45年自治振第10号）が改正されたことに伴い，印鑑の登録を受けることがで

きない者の範囲及び印鑑の登録を職権で消除しなければならない場合を改めるほか，必要な規定

の整備をしようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

(1) 成年被後見人は一律に印鑑の登録を受けることができなかったものを，成年被後見人であっ

ても意思能力を有する者については，印鑑の登録を受けることができるものに改める。 

(2) 登録申請において，本人確認書類を持たない申請者は，既に市で印鑑の登録を受けている者

により申請者が本人であることを保証されること（保証人）により印鑑の登録を受けることが

できる。この保証人については，未成年者及び被保佐人を除いており，成年被後見人も印鑑の

登録を受けることができるようになることから，保証人から成年被後見人を除くこととする。 

(3) 成年被後見人となった後に登録を受けた印鑑の廃止について，法定代理人が同行して成年被

後見人本人が廃止の申請をした場合は，申請により印鑑を消除するが，法定代理人が同行しな

い成年被後見人による登録廃止の申請又は委任された者から成年被後見人の登録廃止の申請が

あった場合は，職権で印鑑の登録を消除することとする。 

 

３ 施行期日 

 公布の日 
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玉山総合事務所 産業振興課 

 

議案第 26 号 

盛岡市生活改善センター条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

  「盛岡市公共施設保有最適化・長寿命化中期計画」に基づき，盛岡市玉山生活改善センターを

廃止しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

 (1) 第２条の表から盛岡市玉山生活改善センターの項を削る。 

 (2) 第４条から盛岡市玉山生活改善センターの休館日に係る部分である第２項を削る。 

 (3) 第12条の指定管理者に管理を行わせる生活改善センターから，盛岡市玉山生活改善センター

を除くものとする部分を削る。 

 (4) 別表から盛岡市玉山生活改善センターの使用料に係る部分を削る。 

 

３ 施行期日 

  令和２年４月１日 

 

４ その他 

(1) 廃止の経緯 

  玉山生活改善センターは昭和46年に建設され，玉山出張所，玉山地区公民館及び日戸消防屯

所が合築された複合施設である。施設の老朽化が進んでいることから当施設を廃止し，玉山生

活改善センター，玉山出張所及び玉山地区公民館の機能を，現在の玉山地区公民館（平成21年

度竣工）へ移転する。また，日戸消防屯所は平成30年度に新築移転されている。 

(2) 解体後の跡地利用 

地元自治会長との協議により，更地とし，玉山中学校の生徒の送迎等に係る一時駐車場とし

て利用することとする。 
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 中央卸売市場 業務課 

 

議案第 27 号 

盛岡市中央卸売市場業務規程の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

卸売市場法（昭和46年法律第35号。以下「法」という。）の改正に伴い，市場の業務の方法及

び市場において売買取引を行う者が市場における業務に関し遵守すべき事項について必要な規定

の整備をしようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

(1) 卸売業者が仲卸業者及び売買参加者以外の者への卸売（第三者販売）を行う場合，一定の事

由に基づく事前申請・許可が必要だったものを市長への報告義務とする。 

(2) 卸売業者が，市場内の物品以外の物品を卸売する場合，一定の事由に基づく事前申請・許可

が必要だったものを市長への報告義務とする。 

(3) 仲卸業者が市場内の卸売業者以外から集荷（直接集荷）する場合，一定の事由に基づく事前

申請・許可が必要だったものを市長への報告義務とする。 

(4) 開設者による卸売業者の業務の許可について規定する。 

(5) 買出人（買受人のうち市場内において取引する者）の登録について規定する。 

 (6) 卸売業者による取引条件及び取引結果等の公表について規定する。 

(7) 卸売業者及び仲卸業者による品質管理の規定を削除する（食品衛生法（昭和22年法律第 233

号）に基づくHACCAP（危害要因分析重要管理点）の考え方を取り入れた衛生管理となる。）。 

 (8) 卸売業者による自己買受の禁止及び買戻の禁止並びに委託料以外の報償の収受の禁止を削除

する。 

 

３ 施行期日 

令和２年６月21日（改正法の施行日） 
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商工観光部 ものづくり推進課 

 

議案第 28 号 

盛岡市新事業創出支援センター条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

新事業創出支援センター入居企業の，新技術の事業化から道明地区新産業等用地等への立地に

至るまでの成長を促す機能の充実を図るため，使用の許可の期間並びに更新の許可の期間及び回

数を改めようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

(1) 使用の許可の期間 

当センターはインキュベーション施設であることから，基本は現在と同期間の最大５年間と

するが，５年以上の期間をもって新技術の事業化を目指す企業の入居も容認するため，新製品

又は新技術の企業化に相当の期間を要することその他特別の理由があると認めた企業について

は，当該期間を最大10年とする。 

(2) 更新の許可 

入居開始日から起算して，７年を超えない範囲内で２回を限度として可能としていた更新の

許可の取扱いを，基本の入居期間末日の翌日から２年を超えない範囲（回数の限度は設けな

い。）内で可能とする取扱いに改める。 

 

３ 施行期日 

公布の日 

 

４ その他 

この条例の施行の日以前に更新の許可を受け入居している企業については，附則により，入居

開始日から起算して12年を超えない範囲内で更新の許可をすることができることとする。 
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現行

基本５年以内。入居から７年を超えない範囲内で２回まで更新可能。

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 ６年目 7年目 ８年目 ９年目 10年目 11年目 12年目

更新１ 更新２

更新1

改正後

基本５年以内。ただし，市長が認めたときは10年以内。更新の許可の期間は２年以内。

※基本は現行のとおりだが，以下のような入居も可能となる

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 ６年目 7年目 ８年目 ９年目 10年目 11年目 12年目

更新１ 更新２

変更申請 更新１ 更新２

変更申請 更新１ 更新２

　当初申請した入居期間 変更後の入居期間

更新１

別紙

更新１

更新２

更新１

 

改正後の条文 

第10条 センターの貸工場に係る第５条第１項前段の許可の期間は，５年（新製品又は

新技術の企業化に相当の期間を要することその他特別の理由があると市長が認めたとき

は，10年）以内とする。ただし，市長は，同項前段の許可の期間の末日の翌日から起算

して２年を超えない範囲内で同項後段の更新の許可をすることができる。 

現在の条文 

第10条 センターの貸工場に係る第５条第１項前段の許可の期間は，５年以内とする。た

だし，市長は，同項前段の許可をした日から起算して７年を超えない範囲内で２回を限度

として同項後段の更新の許可をすることができる。 
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保健福祉部 生活福祉第一課 

 

議案第 29 号 

盛岡市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準を定める条例について 

 

１ 制定の趣旨 

社会福祉法（昭和26年法第45号）第68条の５第１項の規定に基づき，無料低額宿泊所の設備及

び運営の基準を新たに定めようとするものである。 

 

２ 条例の内容  

無料低額宿泊所を管理運営する事業者が守るべき職員配置の基準，居室の要件基準，入居申込

者に対する説明すべき内容の基準，構造設備の基準，その他運営に関する基準について定める。 

また，居室の床面積の基準については，利用者の良好な生活環境を確保するため，基準省令に

ある居室の標準面積「7.43平方メートル以上」を「4.95平方メートル以上」に緩和するただし書

を盛り込まないこととする。 

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日（サテライト型住居に係る規定にあっては，令和４年４月１日） 

 

○居室の床面積について  

条例案 厚生労働省基準 

条例第12条第６項第１号ウ 

一の居室の床面積は，収納設備に係る床面

積を除き，7.43平方メートル以上とするこ

と。 

 

省令第12条第６項第１号ハ 

一の居室の床面積（収納設備を除く。）は、7.43 

平方メートル以上とすること。ただし、地域の事情

によりこれにより難い場合にあっては、4.95平方メ

ートル以上とすること。 

 

【参考】 

「社会福祉法」（抜粋・令和２年４月１日施行） 

（社会福祉住居施設の基準） 

第68条の５第１項 

都道府県は，社会福祉住居施設の設備の規模及び構造並びに福祉サービスの提供の方法，利用

者等からの苦情への対応その他の社会福祉住居施設の運営について，条例で基準を定めなければ

ならない。 
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保健福祉部 障がい福祉課 

 

議案第 30 号 

盛岡市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例について 

 

１ 制定の趣旨 

児童福祉法（昭和22年法律第 164号）の規定に基づき，指定障害児通所支援事業者の要件並び

に指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準を定めようとするものである。 

 

２ 条例の内容 

  総則として，趣旨，定義，事業者の要件などを定め，障害児通所支援の種類ごとに，次の基準

を定める。 

(1) 人員に関する基準 

(2) 設備に関する基準 

(3) 運営に関する基準 

(4) その他必要な事項 

 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

４ その他の事項 

 (1) 制定の経緯 

児童福祉法に定める指定障害児通所支援事業者の指定事務について，地方自治法施行令（昭

和22年政令第16号）第 174条の49の２の改正（以下「改正施行令」という。）より平成31年４

月１日に都道府県から中核市に移譲されたことから，指定に係る基準を定める条例を新規に制

定しようとするものである。 

 (2) 改正施行令の経過措置 

   改正施行令の経過措置として，同日から起算して１年を越えない期間内において，中核市の

条例が制定施行されるまでの間は，都道府県が条例で定める基準をもって中核市の基準とみな

す規定が設けられている。 

(3) 検討経過 

指定に係る基準を条例で定めるに当たっては，児童福祉法の規定により，児童福祉法施行規

則（昭和23年厚生労働省令第11号）及び児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設

備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号。以下「基準省令」という。）に従い，
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標準として又は参酌して定めることとされている。 

条例案の作成に当たってこれらの基準を検討した結果，市において標準とすべき基準につい

ては基準省令の基準と異なる基準を設ける合理的理由がなく，また，参酌すべき基準について

は参酌した結果，基準省令の基準が適切であると判断されることから，いずれも基準省令の基

準のとおりに定めようとするものである。 

【参考】 障害児通所支援の種類 

種類の名称 主な支援内容 

児童発達支援 主として就学していない障害児に対し，日常生活における基本的動作の

指導，知識技能の付与，集団生活への適応訓練等を行う。 

医療型児童発

達支援 

肢体不自由があり，機能訓練又は医療的管理下での支援が必要な障害児

に対し，児童発達支援を行う。 

放課後等デイ

サービス 

就学している障害児に対し，授業終了後又は休業日に，生活能力の向上

のために必要な訓練，社会との交流促進等を行う。 

居宅訪問型児

童発達支援 

重度障害児であって外出が困難な児童の居宅を訪問し，日常生活におけ

る基本的動作の指導，知識技能の付与，集団生活への適応訓練等を行

う。 

保育所等訪問

支援 

保育所，学校等を訪問し，障害児に対して，障害児以外の児童との集団

生活への適応のための専門的な支援等を行う。 

 (4) 対象事業所の数（令和元年12月１日現在） 

通所支援の種類 市内事業所数 事業所定員総数 利用者数 

児童発達支援 22か所 260人 179人 

医療型児童発達支援 ０か所 ０人 ８人 

放課後等デイサービス 43か所 420人 567人 

居宅訪問型児童発達支援 ２か所 － １人 

保育所等訪問支援 ９か所 － 16人 
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建設部 建築住宅課 

 

議案第 31 号 

盛岡市改良住宅条例及び盛岡市市営住宅条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

収入を申告することが困難な事情を有する入居者の家賃の算定方法を定め，連帯保証人が備え

るべき要件のうち住所に係る要件を廃止するほか，必要な規定の整備をしようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

(1) 入居者の家賃について，認知症である者，知的障がい者，精神障がい者等で収入の申告をす

ることが困難な事情にあると市長が認める者については，収入申告義務を免除し，公営住宅法

に基づく収入調査により把握した収入に応じた家賃を課すことができるものとする。 

(2) 連帯保証人の要件について，「盛岡市，滝沢市，岩手郡雫石町，紫波郡紫波町及び同郡矢巾

町の区域内に住所を有すること。」を削除する。 

(3) 入居の要件である「市町村民税の滞納がない者」に「（滞納していることについてやむを得

ない事情があると市長が認める者を含む。）」を加える。 

 

３ 施行期日 

公布の日 
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建設部 建築住宅課 

 

議案第 32 号 

盛岡市コミュニティ住宅条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

コミュニティ住宅の入居者が備えるべき要件のうち，同居親族に係る要件及び連帯保証人が備

えるべき要件のうち住所に係る要件を廃止しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

(1) 入居の要件について，「現に同居し，又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。）があること。」を削除する。   

(2) 連帯保証人の要件について，「盛岡市，滝沢市，岩手郡雫石町，紫波郡紫波町及び同郡矢巾

町の区域内に住所を有すること。」を削除する。 

 

３ 施行期日 

公布の日 
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子ども未来部 子育てあんしん課 

 

議案第 33 号 

盛岡市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営に関する基準（平成26年内閣府・

文部科学省・厚生労働省令第１号）の改正に伴い，国の基準と同様に，幼保連携型認定こども園

に配置する教育及び保育に直接従事する職員の員数として参入する副園長及び教頭の資格要件に

係る特例を適用する期間を５年延長しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

幼保連携型認定こども園に配置する教育及び保育に直接従事する職員の員数として算入する副

園長及び教頭の資格要件に係る特例（幼稚園教諭免許状を有し，かつ，保育士登録を受けた者と

しているところ，いずれか一方の要件を満たす者を算入することができることとする特例）を適

用する期間を，５年間（令和２年３月31日まで）から10年間（令和７年３月31日まで）に改める。 

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日（改正法の施行日） 

 

４ その他 

教育及び保育に直接従事する職員の資格要件に係る特例については，就学前の子どもに関する

教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）の改正により，保育教

諭等についても，同様に５年延長し，10年間（令和７年３月31日まで）に改められている。 
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保健福祉部 生活衛生課 

 

議案第 34 号 

盛岡市旅館業法施行条例及び盛岡市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

盛岡市旅館業法施行条例（平成19年条例第78号）及び盛岡市公衆浴場法施行条例（平成24年条

例第73号）は，旅館業の施設及び公衆浴場で使用する温水を一時的に蓄える「貯湯槽」の基準を

「60℃以上の温度で管理する方法」と定めているが，厚生労働省が定めた「旅館業における衛生

等管理要領」及び「公衆浴場における衛生等管理要領」の基準を参考に，市における合理的な管

理方法として，従来の「60℃以上の温度で管理する方法」に「消毒等による管理方法」を加えよ

うとするものである。 

 

２ 改正の内容 

両条例ともに，現在規定されている貯湯槽の管理方法の基準である「60℃以上の温度で管理す

る方法」の原則に，それ以外の方法として「消毒等による管理方法」を加えるものである。 

 

３ 施行期日 

 公布の日 

 

４ その他 

 (1) 岩手県の動向 

旅館業法施行条例（昭和54年岩手県条例第43号）及び公衆浴場法施行条例（昭和35年岩手県

条例第58号）について，当市と同様の改正を令和２年２月議会に提案予定である。 

 (2) 改正による影響 

細菌感染症であるレジオネラ症は，温水を60℃以上の高温にする方法のほか，塩素系薬剤等

による消毒及び紫外線による殺菌の方法によっても対策が可能であり，改正を行ったとしても

衛生上の支障は生じないものである。また，新たな管理方法を加え，管理方法の選択肢を広げ

ることにより，コストや維持管理の点からより良い方法を選択することができることになり，

利用料金の低下や多種多様なサービスの導入等，利用者のサービスの向上が期待される。 

 (3) 全国の他の自治体の管理方法 

全国の自治体の条例を調べたところ，貯湯槽の温水の管理方法が「60℃以上に保つこと」の

みの基準となっているのは，大阪府（大阪府，大阪市，堺市，豊中市，高槻市，枚方市，八尾

市，寝屋川市及び東大阪市）と岩手県（岩手県及び盛岡市）だけであった。 

  【規定例】 

・大阪府，大阪市等：貯湯槽内の湯の温度を常に60℃以上に保つこと。 

   ・岩手県及び盛岡市：60℃未満の温水を貯湯槽に滞留させないこと。 
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保健福祉部 生活衛生課 

 

議案第 35 号 

盛岡市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

 食品衛生法（昭和22年法律第 233号）の改正に伴い，盛岡市食品衛生法施行条例（平成19年条

例第81号）に規定する公衆衛生上講ずべき措置の基準を廃止しようとするものである。なお，同

法の改正は，食をとりまく環境変化や国際化等に対応し，食品の安全を確保するため，国際標準

に整合した食品衛生管理の実施を全国の食品等事業者に求め，かつ，自治体による運用を平準化

することを目的に平成30年６月に公布され，これまで自治体の条例に委ねられていた食品の製造，

加工，調理等を行う施設の公衆衛生上必要な措置の基準を，厚生労働省令で規定する基準に切り

替えることとするものである。 

 

２ 改正の内容 

 食品衛生法の施行のための手続きを残し，営業の施設の内外の清潔保持，ねずみ，昆虫等の駆

除その他公衆衛生上講ずべき措置の基準の関連規定を削る。 

 

３ 施行期日 

令和２年６月１日（改正法の施行日） 
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 保健福祉部 生活衛生課  

 

議案第 36 号 

盛岡市動物愛護管理担当職員設置条例について 

 

１ 制定の趣旨 

  動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第 105号。以下「法」という。）に定められ

た動物愛護管理担当職員について，これまで任意で置くものとされていたものが，動物の不適切

な取扱いへの対応の強化等を目的とした令和元年６月の法の議員立法による改正により，都道府

県，指定都市，中核市等は，条例の定めるところにより必ず置くことに改正され，これに対応す

るため，盛岡市動物愛護管理担当職員設置条例を新たに制定しようとするものである。 

 

２ 条例の内容 

 法第37条の３第１項の規定により，動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるため，盛岡市

に動物愛護管理担当職員を置くことを定めるものである。 

 

３ 施行期日 

 令和２年６月１日（改正法の施行日） 

 

４ その他 

 動物愛護管理担当職員とは, 動物愛護管理員等の職名を有し，その地方公共団体の職員であっ

て，獣医師等の動物の適正な飼養及び保管に関し専門的な知識を有するものを充てることとされ

ている。市では，獣医師の免許を有する職員を動物愛護管理担当職員とすることを見込んでいる。 

 また，動物愛護管理担当職員は，動物の愛護及び管理に関する事務を行うが，その事務は，こ

れまでも生活衛生課の獣医師が実施しており，具体には，動物取扱業の監督，犬及び猫の引取り，

譲渡し，広報その他の啓発活動などが挙げられる。 

 

- 130 - 



上下水道部 給排水課 

 

議案第 37 号 

盛岡市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

浄化槽については，近年の社会的な要請から処理性能の向上，コンパクト化に伴う技術の高度

化が進み，維持管理についても新たな知識や実務上の技術の習得が必要となってきている現状か

ら，浄化槽法（昭和58年法律第43号）の改正に伴い，浄化槽管理士に対する研修の機会の確保に

関する事項を定めようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

市の登録を受けた浄化槽保守点検業者は，３年の登録有効期間内に１回以上，専任の浄化槽管

理士に規則で定める研修を受けさせることを追加する。 

ただし，令和３年４月１日以後に登録有効期間が満了する浄化槽保守点検業者について適用す

る。 

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日（改正法の施行日） 
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上下水道部 経営企画課 

 

議案第 38 号 

盛岡市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

民法（明治29年法律第89号）の改正により法定利率が改められることに合わせ，遅延損害金の

額の計算に係る割合を改めようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

遅延損害金の額の計算に係る割合を年５パーセントから年３パーセントに改める。 

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

 

４ その他 

法定利率が市中の金利の変動に合わせて３年ごとに見直されることから，遅延損害金の額の計

算に係る割合についても３年ごとに見直すものである。 
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市立病院 総務課 

 

議案第 39 号 

盛岡市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

市立病院の診療科目の名称を変更しようとするものである。 

 

２ 改正の内容 

市立病院神経内科において，脳卒中や認知症，てんかん等の脳・神経の疾患を治療する診療科

であること及び「脳神経外科」の内科側の診療科であるとの位置付けを明確にし，診療内容をよ

り分かりやすくするため，診療科目のうち「神経内科」を「脳神経内科」に変更する。 

 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 
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